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中間決算取締役会開催日 有
平成－年－月－日 単元株制度採用の有無　　 有（1単元 100株）

１. 平成15年9月中間期の業績（平成15年4月1日～平成15年9月30日）

（１）経営成績

単位 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
平成15年9月 中間期 7,105 △ 14.6 △ 470 ― △ 440 ―
平成14年9月 中間期 8,316 △ 9.2 △ 163 ― △ 123 ―
平成15年3月 期 18,788 274 355

単位 百万円 ％ 円　　　　銭　 円　　　 銭　
平成15年9月 中間期 △ 323 ― △ 51 29 ―
平成14年9月 中間期 △ 122 ― △ 19 50 ―
平成15年3月 期 67 10 73 ―

(注) ①持分法投資損益　平成15年9月中間期　    ―百万円　平成14年9月中間期　    ―百万円　平成15年3月期　    ―百万円
②期中平均株式数  平成15年9月中間期　6,302,817株　 平成14年9月中間期　6,302,985 株　平成15年3月期　6,302,912 株
③会計処理の方法の変更 無

④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（２）配当状況
１株当たり １株当たり
中間配当金 年間配当金

単位 円 円
平成15年9月 中間期 0.00 -
平成14年9月 中間期 0.00 -
平成15年3月 期 - 10.00

（３）財政状態
１株当たり
株主資本

単位 百万円 百万円 ％ 円
平成15年9月 中間期 12,114 6,899 57.0 1,094.62
平成14年9月 中間期 12,489 7,067 56.6 1,121.31
平成15年3月 期 14,959 7,245 48.4 1,149.59

(注)①期末発行済株式数  平成15年9月中間期　6,302,806 株　平成14年9月中間期　6,302,826 株　平成15年3月期　6,302,826 株　
    ②期末自己株式数    平成15年9月中間期      3,194 株  平成14年9月中間期　    3,174 株　平成15年3月期　    3,174 株　

（４）キャッシュ・フローの状況
営業活動による投資活動による財務活動による現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期末残高

単位 百万円 百万円 百万円 百万円
平成15年9月 中間期 1,127 139 △ 563 1,949
平成14年9月 中間期 643 △ 47 △ 292 1,080
平成15年3月 期 387 △ 231 311 1,245

２．平成16年3月期の業績予想（平成15年4月1日～平成16年3月31日）

期末
単位 百万円 百万円 百万円 円 円

17,300 40 △ 32 10.00 10.00

＜参考＞ １株当たり予想当期純利益（通期） △ 5.08 円

※

（百万円未満切捨）

平成15年11月21日

経　常　利　益

株主資本比率

売 上 高 営　業　利　益

中間（当期）純利益

上記予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の
業績は今後の様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。上記の予想に関する事項
につきましては、次ページを参照して下さい。

株主資本

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

総資産

平成15年11月21日

上場取引所（所属部） 大阪　第2部

通　　期

大阪府

中間配当制度の有無

本社所在都道府県

潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利益

1株当たり中間
（当期）純利益

中間配当支払開始日
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「経営方針」ならびに「経営成績及び財政状態」

１．経営方針
（１）経営の基本方針
   当社は、「切磋琢磨して、斬新なアイデアを提供できる企業人となり、良品廉価を持って顧客に奉仕し、万人の食生
活をますます豊かにすることに貢献する」ことを経営理念としております。

（２）利益配分に関する基本方針
   当社は、長期的に継続して業容を拡大し、企業体質の強化を図っていくことによって、安定的経営基盤をつくりあげ
たいと考えており、これに基づき、長期にわたり安定した配当の継続を基本原則としつつ、かつ業績に対応した配当を
行っていく方針であります。

（３）投資単位の引き下げに関する考え方および方針等
　当社は、株式市場での流動性を高めるとともに投資家層の拡大を図るため、すでに１単元の株式数について、1,000
株から100株へ投資単位の引き下げを実施しております。

（４）中長期的な経営戦略
   当社は、長年の経験により得意とする学校給食センターなどの学校給食部門や、食生活の多様化により成長の著し
い米飯マーケット部門を最重要マーケットとして、製品開発力の強化と新市場の開拓に努めるとともに、東日本地域の
営業力の強化を図ってまいります。

（５）会社の対処すべき課題
   当社は、現在の厳しい経営環境を乗り切るために、全社を挙げて徹底した合理化・コストダウンに取り組みながら、

最近の衛生管理に対する社会認識の高まりに応える新製品の開発に努め、前述の中長期的な経営戦略にそって、営

業力の強化・製品開発力の強化を図ってまいります。

（６）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況
　 当社は、経営の基本方針に掲げる経営理念のもとに成長、発展していくことを目指しております。そのためには、経
営の遵法運営を大前提として、経営の監視体制の強化と透明性を高めることに務め、公正な経営を実現することが重
要であると認識しております。
　 取締役会は平成１５年９月３０日現在、取締役７名（社外取締役はおりません。）で構成しており、その場で重要事項
は全て付議され、業績の進捗についても議論し、対策を都度検討しております。
　 当社は、監査役制度を採用しており、平成１５年９月３０日現在、社外監査役（非常勤）２名と社内監査役（常勤）１名
の計３名です。監査役は非常勤も含めて取締役会に出席し、取締役の職務執行を十分監視できる体制となっておりま
す。
　 委員会等設置会社に移行する是非については、今後も重要な課題として継続して検討してまいりますが、当面現在
の取締役と監査役という枠組みの中で経営機構の改革を進めていきたいと考えております。
　 弁護士・会計監査人等その他第三者の状況としましては、顧問弁護士（さくら法律事務所）からの助言を得て、商法
及び証券取引法を始めとする法規に留意した経営を行っております。また、会計監査人（新日本監査法人）は、当社
監査役会、内部監査室と密接な連携を取っており、会計、税務リスクに対応する体制をとっております。

２．経営成績及び財政状態

(1)経営成績
①当中間期の概況
当上半期のわが国経済は、企業業績の緩やかな回復とともに、一部の民間設備投資がやや上向き、また、株価の
回復は、金融不安を遠ざけることとなりました。しかしながら、個人消費は、雇用不安や所得減少の影響を受けて引き
続き低迷し、景気後退色から抜け出せない厳しい状況で推移いたしました。
当社の属します業務用厨房機器業界におきましても、学校や病院などの公共部門は、ゼネコンや設備業者を経由
しての取引が増加傾向にあり、各地方自治体の財政難や市町村合併に伴う物件計画の延期なども反映して、販売条
件は年々厳しさを増しております。また、外食産業などの民間部門も、個人消費の低迷をうけて、採算性を重要視して
設備投資を抑えるなど、各部門ともに環境は悪く、全般的に厳しい状況が続きました。
このような状況のもとで、当社は、経費の削減に努めるとともに、主力販売先である学校や病院向けに「改良型汎用
洗浄機」や「省スペース型洗浄機」を開発、厳しい環境下でも需要の高まりが見られる米飯加工分野向けに「ＩＨ炊飯
システム」の販売促進活動に取り組むなど、製品の開発、改良および販売にわたり努力を重ねてまいりました。
しかしながら、当上半期の売上高は、外食産業と学校向けが大幅に落ち込み、71億５百万円（前年同期比14.6％
減）と大幅な減少となりました。経常損益は、売上高が減少するなか、同業他社との価格競争の激化により利益率も低
下し、人件費の圧縮を含めた経費の削減に努めましたが、４億４０百万円の損失となり、中間純損益は３億２３百万円
の損失となりました。

②通期の見通し
今後の見通しにつきましては、わが国経済は、企業収益の改善に一部、明るさが見えるものの、雇用環境の厳しさ
から個人消費の回復は期待できず、引き続き景気は予断を許さない状況で推移するものと思われます。
このような経済情勢下、当社は営業部門、生産部門および管理部門のなお一層の合理化を図りながら、最近の衛
生管理に対する社会認識の高まりを踏まえ、厨房機器に特に求められている作業環境の改善に貢献する機器の開
発、販売に注力し、業績回復にまい進する所存でございます。
なお、通期の業績におきましては、売上高１７３億円、経常利益４０百万円、当期純損益△３２百万円を見込んでおり
ます。
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(2)財政状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

    なお、当社のキャッシュ・フロー指標の推移は以下のとおりであります。

平成１６年３月期
中　間 期　末 中　間 期　末 中　間　

自己資本比率（％） 55.7 51.0 56.6 48.4 57.0
時価ベースの自己資本比率（％） 32.9 24.3 30.2 16.9 24.2
債務償還年数（年） ― ― 1.5 6.6 0.9
インタレスト・カバレッジ・レシオ ― ― 46.7 13.6 86.2
※自己資本比率：自己資本／総資産
　 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産
　 債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は営業キャッシュ・フロー×２で算出）
　 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い
① 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。
②

③

　当中間期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前期末に比べ７億３百万円
増加し、１９億４９百万円となりました。
　各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。

　 営業活動の結果得られた資金は、１１億２７百万円（前年同期比４億８４百万円増）となりました。これ
は主に税引前中間純損失を計上し、仕入債務の減少額が１３億８８百万円（前年同期比２億１８百万円
増）となり、役員退職慰労金の支払いなどによる退職給付・役員退職慰労金引当金の減少額が２億５３
百万円（前年同期は１８百万円の増加）となったものの、売上債権の減少額が３４億８１百万円（前年同
期比１２億８９百万円増）となったことなどによるものです。

　 投資活動の結果得られた資金は、１億３９百万円（前年同期は使用した資金４７百万円）となりまし
た。これは主に定期預金の払戻による収入が６０百万円、その他投資等の減少による収入（主に保険積
立金の解約による収入）が９１百万円（前年同期比９０百万円増）あったことなどによるものです。

　 財務活動の結果使用した資金は、５億６３百万円（前年同期比２億７千万円増）となりました。これは
主に長期借入れによる収入が５億円あったものの、短期借入金の減少額が７億９６百万円（前年同期比
４億４４百万円増）となり、また、前年同期に行った社債の発行による収入（２億９４百万円）が当期には
なかったことなどによるものです。

債務償還年数およびインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業キャッシュ・フローがマイナスの場合は、記
載しておりません。

平成１４年３月期 平成１５年３月期

営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有利
子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としております。また
利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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中間貸借対照表（１）
（単位：千円）

要約貸借対照表

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

流動資産
現金及び預金 1,232,874 2,001,262 1,357,595
受取手形 992,577 736,296 919,726
売掛金 3,568,094 3,000,187 6,369,787
たな卸資産 1,883,184 1,439,604 1,425,313
繰延税金資産 155,742 366,312 152,536
その他 25,671 29,124 37,099
貸倒引当金 △ 16,437 △ 11,956 △ 23,328
流動資産合計 7,841,707 62.8 7,560,831 62.4 10,238,730 68.4

固定資産
有形固定資産
建物 776,825 726,763 749,608
土地 2,363,610 2,363,610 2,363,610
その他 309,989 262,003 279,653
有形固定資産合計 3,450,425 3,352,378 3,392,872 　

無形固定資産 25,828 21,981 24,065 　
　

投資その他の資産
投資有価証券 376,522 597,999 527,219
繰延税金資産 537,069 417,041 535,233
その他 292,677 202,806 261,287
貸倒引当金 △ 34,487 △ 39,070 △ 20,467
投資その他の資産合計 1,171,781 1,178,777 1,303,273
固定資産合計 4,648,035 37.2 4,553,137 37.6 4,720,211 31.6

繰延資産
社債発行差金 127 37 82
繰延資産合計 127 0.0 37 0.0 82 0.0

資　産　合　計 12,489,870 100.0 12,114,006 100.0 14,959,025 100.0

前事業年度の

（平成１５年３月３１日現在）（平成１５年９月３０日現在）

（資　産　の　部）

（平成１４年９月３０日現在）

前中間会計期間末 当中間会計期間末
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中間貸借対照表（２）
（単位：千円）

要約貸借対照表

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

流動負債
支払手形 499,849 623,039 703,598
買掛金 971,632 848,081 2,160,191
短期借入金 398,000 204,000 1,000,000
一年以内返済予定長期借入金 309,200 275,600 291,200
一年以内償還予定社債 60,000 360,000 360,000
未払法人税等 35,571 20,001 247,789
賞与引当金 332,325 270,911 300,792
その他 242,930 258,050 344,362
流動負債合計 2,849,509 22.8 2,859,683 23.6 5,407,933 36.2

固定負債
社債 540,000 180,000 210,000
長期借入金 643,000 1,034,100 693,400
退職給付引当金 904,624 845,876 910,145
役員退職慰労金引当金 434,287 259,214 448,199
その他 51,028 35,969 43,680
固定負債合計 2,572,940 20.6 2,355,160 19.4 2,305,424 15.4
負　債　合　計 5,422,449 43.4 5,214,844 43.0 7,713,358 51.6

資本金 1,445,600 11.6 1,445,600 11.9 1,445,600 9.7

資本剰余金 1,537,125 12.3 1,537,125 12.7 1,537,125 10.3
資本準備金 1,537,125 1,537,125 1,537,125
利益剰余金 4,615,703 37.0 4,419,924 36.5 4,806,212 32.1
利益準備金 86,779 86,779 86,779
任意積立金 4,630,000 4,630,000 4,630,000

中間（当期）未処分利益
（△は中間（当期）未処理損失） △ 101,075 △ 296,854 89,433
土地再評価差額金 △ 506,045 △ 4.1 △ 506,045 △ 4.2 △ 506,045 △ 3.4
その他有価証券評価差額金 △ 22,661 △ 0.2 4,869 0.0 △ 34,924 △ 0.2
自己株式 △ 2,300 △ 0.0 △ 2,310 △ 0.0 △ 2,300 △ 0.0

資本合計 7,067,420 56.6 6,899,162 57.0 7,245,666 48.4

負　債・資　本　合　計 12,489,870 100.0 12,114,006 100.0 14,959,025 100.0

(資　本　の　部）

（負　債　の　部）

前事業年度の

（平成１５年３月３１日現在）（平成１４年９月３０日現在） （平成１５年９月３０日現在）

前中間会計期間末 当中間会計期間末
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中間損益計算書
（単位：千円）

要約損益計算書

金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 百分比
（経常損益の部）
（営業損益の部）
売上高 8,316,524 100.0 7,105,745 100.0 18,788,423 100.0
売上原価 6,143,505 73.9 5,471,656 77.0 13,889,894 73.9
売上総利益 2,173,018 26.1 1,634,089 23.0 4,898,528 26.1
販売費及び一般管理費 2,336,592 28.1 2,104,440 29.6 4,623,546 24.6
営業利益（△は営業損失） △ 163,574 △ 2.0 △ 470,350 △ 6.6 274,982 1.5

（営業外損益の部）
営業外収益
仕入割引 44,734 43,020 83,991
その他 18,021 14,090 33,981
営業外収益合計 62,756 0.8 57,111 0.8 117,972 0.6
営業外費用
支払利息 11,591 9,709 20,906
その他 11,245 17,404 16,419
営業外費用合計 22,837 0.3 27,113 0.4 37,326 0.2
経常利益（△は経常損失） △ 123,655 △ 1.5 △ 440,353 △ 6.2 355,628 1.9

（特別損益の部）
特別利益
匿名組合投資収益 14,361 16,011 29,564
投資有価証券売却益 ― ― 14,003
特別利益合計 14,361 0.2 16,011 0.2 43,567 0.2
特別損失
投資有価証券評価損 ― ― 48,585
その他 12,916 1,927 21,349
特別損失合計 12,916 0.2 1,927 0.0 69,934 0.4

税引前中間（当期）純利益
（△は税引前中間（当期）純損失） △ 122,210 △ 1.5 △ 426,269 △ 6.0 329,262 1.8
法人税、住民税及び事業税 35,400 0.4 20,000 0.3 283,000 1.5
法人税等調整額 △ 34,710 △ 0.4 △ 123,009 △ 1.7 △ 21,346 △ 0.1

中間（当期）純利益
（△は中間（当期）純損失） △ 122,900 △ 1.5 △ 323,259 △ 4.5 67,608 0.4

前期繰越利益 21,824 26,405 21,824

中間（当期）未処分利益
（△は中間（当期）未処理損失）

前事業年度の

　自　平成１４年４月  １日　自　平成１５年４月  １日
　至　平成１５年９月３０日

　自　平成１４年４月  １日
　至　平成１４年９月３０日

△ 101,075 △ 296,854 89,433

前中間会計期間 当中間会計期間

　至　平成１５年３月３１日
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中間キャッシュ・フロー計算書
（単位：千円）

前事業年度の要約
前中間会計期間 当中間会計期間 ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書
自　平成１４年４月 １日 自　平成１５年４月 １日 自　平成１４年４月 １日
至　平成１４年９月３０日 至　平成１５年９月３０日 至　平成１５年３月３1日

金 額 金 額 金 額

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間（当期）純利益（△は税引前中間（当期）純損失） △ 122,210 △ 426,269 329,262

減価償却費 68,471 56,326 136,301

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,046 7,231 △ 462

賞与引当金の増減額（△は減少） 19,753 △ 29,880 △ 11,779

退職給付・役員退職慰労金引当金の増減額（△は減少） 18,201 △ 253,253 37,634

受取利息及び受取配当金 △ 2,715 △ 2,698 △ 4,669

投資有価証券評価損 ― ― 48,585

会員権評価損 ― ― 2,500

投資有価証券売却益 ― ― △ 14,003

匿名組合投資収益 △ 14,361 △ 16,011 △ 29,564

社債発行費 5,550 ― ―

支払利息 14,909 14,071 28,705

売上債権の増減額（△は増加） 2,192,284 3,481,973 △ 462,050

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 162,250 △ 14,291 295,620

仕入債務の増減額（△は減少） △ 1,170,201 △ 1,388,907 219,855

その他 △ 103,610 △ 42,668 △ 31,714

小計 751,867 1,385,621 544,220

利息及び配当金の受取額 2,771 2,730 4,715

利息の支払額 △ 13,767 △ 13,086 △ 28,509

法人税等の支払額 △ 97,665 △ 247,787 △ 133,047

営業活動によるキャッシュ・フロー 643,206 1,127,477 387,378

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 ― 60,000 40,000

有形固定資産の取得による支出 △ 35,192 △ 9,091 △ 54,360

無形固定資産の取得による支出 △ 403 △ 295 △ 2,854

投資有価証券の取得による支出 △ 9,764 △ 3,561 △ 323,559

投資有価証券の売却による収入 ― ― 107,930

匿名組合現金分配額 7,387 8,300 15,241

その他投資等の増加による支出 △ 10,703 △ 6,785 16,431

その他投資等の減少による収入 806 91,295 △ 30,504

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 47,870 139,863 △ 231,675

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） △ 352,000 △ 796,000 250,000

長期借入れによる収入 ― 500,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △ 172,700 △ 174,900 △ 340,300

社債の発行による収入 294,450 ― 294,450

社債の償還による支出 ― △ 30,000 △ 30,000

配当金の支払額 △ 62,266 △ 62,764 △ 62,310

その他 △ 251 △ 9 △ 251

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 292,767 △ 563,674 311,587
　

Ⅳ現金及び現金同等物の増加額又は減少額 302,568 703,666 467,289

Ⅴ現金及び現金同等物の期首残高 778,205 1,245,495 778,205

Ⅵ現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 1,080,774 1,949,162 1,245,495
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中間財務諸表作成の基本となる事項

１．有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
ａ．時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

ｂ．時価のないもの 移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
ａ．商品 総平均法による原価法
ｂ．製品 個別法による原価法
ｃ．原材料 総平均法による原価法
ｄ．仕掛品 個別法による原価法及び総平均法による原価法
ｅ．貯蔵品 最終仕入原価法

３．固定資産の減価償却の方法
ａ．有形固定資産 法人税法に規定する方法と同一の基準による定率法

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物
付属設備を除く）については、定額法を採用しており
ます。

ｂ．無形固定資産 法人税法に規定する方法と同一の基準による定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており
ます。

ｃ．長期前払費用 法人税法に規定する方法と同一の基準による定額法

４．繰延資産の処理方法
ａ．社債発行差金 社債の償還期間にわたり均等償却しております。

５．引当金の計上基準
ａ．貸倒引当金

ｂ．賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込
額のうち当中間会計期間の負担額を計上しております。

ｃ．退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当中間会計期間末において発生していると認められる
額を計上しております。　数理計算上の差異は、各事業
年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

ｄ．役員退職慰労金引当金 役員退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労
金規程（内規）に基づく中間期末要支給額の１００％を
計上しております。

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお
ります。

７．中間キャッシュ・フロー計算書における 中間キャッシュ･フロー計算書における資金（現金及び
資金の範囲 現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び預入期間が３ヶ月以内の定期預金からなっており
ます。

８．その他財務諸表作成のための基本となる 　
重要な事項
   消費税等の処理方法 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。
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注記事項

(中間貸借対照表関係）

1,941,196 千円 2,028,951 千円 1,987,188 千円

　イ．担保に供している資産
  建物 391,100 千円 516,781 千円 377,572 千円
  土地 1,810,706 1,810,706 1,810,706
  投資有価証券 54,793 65,410 41,627
     計 2,256,600 2,392,898 2,229,907

  ロ．上記に対応する債務
  短期借入金 346,000 千円 152,000 千円 900,000 千円
  一年以内償還予定社債 ― 300,000 300,000
  社債 300,000 ― ―
  一年以内返済予定長期借入金 309,200 275,600 291,200
  長期借入金 643,000 1,034,100 693,400
     計 1,598,200 1,761,700 2,184,600

３．消費税等の取扱い

前事業年度
（平成１５年３月３１日現在）

１．有形固定資産の減価償却累計額

（平成１４年９月３０日現在） （平成１５年９月３０日現在）

前中間会計期間末 当中間会計期間末

―

２．担保に供している資産及びこれに対応
する債務は次のとおりであります。

　仮払消費税等及び仮
受消費税等は、相殺の
上、金額的重要性が乏
しいため、流動負債の
「その他」に含めて表示
しております。

同左
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(中間損益計算書関係）

１．減価償却実施額
有形固定資産 61,033 千円 50,449 千円 121,950 千円
無形固定資産 2,692 千円 2,378 千円 5,480 千円

　 　 　 　
　
　

(中間キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び預金勘定 1,232,874 千円 2,001,262 千円 1,357,595 千円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 152,100 △ 52,100 △ 112,100
現金及び現金同等物 1,080,774 1,949,162 1,245,495

（平成１４年９月３０日現在） （平成１５年９月３０日現在） （平成１５年３月３1日現在）

自　平成１４年４月　１日
至　平成１５年３月３１日

自　平成１４年４月　１日 自　平成１５年４月　１日

前事業年度
自　平成１４年４月　１日
至　平成１５年３月３１日

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係

前中間会計期間 当中間会計期間

至　平成１４年９月３０日 至　平成１５年９月３０日

前事業年度

当中間会計期間
自　平成１５年４月　１日
至　平成１５年９月３０日

前中間会計期間
自　平成１４年４月　１日
至　平成１４年９月３０日
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（有価証券関係）

1．その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

取得原価
中間貸借対
照表計上額

差　額 取得原価
中間貸借対
照表計上額

取得原価 差　額

株　式 414,081 375,672 △ 38,408 278,624 286,578 275,063 △ 58,906
その他 ― ― ― 10,300 10,571 10,300 △ 87
合　計 414,081 375,672 △ 38,408 288,924 297,149 285,363 △ 58,993

2．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く） （単位：千円）

  　その他有価証券
　　　 優先株式
　　　 非上場株式

       （店頭売買株式を除く）

差　額

（平成１４年９月３０日現在）
前中間会計期間末

（平成１５年９月３０日現在）
当中間会計期間末

期末貸借対照表計上額

前中間会計期間末
（平成１４年９月３０日現在）

当中間会計期間末
（平成１５年９月３０日現在）

前事業年度
（平成１５年３月３１日現在）

850850
300,000 300,000

850
―
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216,156
10,213
226,369

7,953
271
8,224

期末貸借対
照表計上額

前事業年度
（平成１５年３月３１日現在）
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生産、受注及び販売の状況

（１）生産実績
　　　製品の生産実績につきましては、平成１５年９月中間期の製造原価実績は4,136,829千円であ
　　り、前年同期比13.3％の減少となっております。

（２）商品仕入実績
　　　商品の仕入実績につきましては、平成１５年９月中間期の仕入金額の総額は3,579,532千円で
　　あり、前年同期比15.3％の減少となっております。

（３）受注及び販売実績
　　　平成１５年９月中間期の受注及び販売実績につきましては、参考のため、ユーザーの業種分類
　　別の受注高、受注残高及び販売金額を記載しております。

ユーザーの業種分類別受注実績 （単位：千円）

前年同期比（％） 前年同期比（％）
学校 4,771,920 △ 14.1 1,998,107 △ 31.4
病院 1,579,977 0.3 398,636 △ 23.4
事業所 1,664,028 121.1 929,924 711.3
外食産業 935,608 △ 47.1 90,850 27.9
その他 182,845 △ 21.0 14,413 △ 59.3
合　　　　計 9,134,380 △ 7.6 3,431,932 △ 6.0
（注）金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

ユーザーの業種分類別販売実績 （単位：千円）

前年同期比（％）
学校 3,151,875 △ 17.9
病院 1,475,230 2.6
事業所 1,340,675 37.2
外食産業 946,943 △ 48.9
その他 191,020 △ 8.4
合　　　　計 7,105,745 △ 14.6
（注）金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

金　　額

　当社は、業務用厨房機器の製造、販売の単一事業を行っているため、セグメント別、事業部門別
の記載を行っておりません。

受 注 高 受注残高
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